
 

政策調整会議次第 

 

日時 令和４年８月１７日（水） 

午前９時  

場所 別館３階 市長公室 

 

 

１ 開会 

 

２ 議題 （１）市職員の定年引上げに係る基本方針（案） 

（２）朝霞市個人情報の保護に関する法律施行条例（案） 
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職員の定年引上げに係る基本方針（案） 

 

１ 定年引上げの目的と国の動向 

  少子高齢化が進み、生産年齢人口が減少している中において、複雑高度化する行政課題等に的確

に対応するため、能力と意欲のある高齢期の職員を最大限活用しつつ、次の世代にその知識、技術、

経験などを継承していくことが必要であるとの観点から、定年の６５歳引上げについて、平成３０

年８月に国会及び内閣に対する人事院の「意見の申出」がなされた。 

  この「意見の申出」を踏まえ、令和３年６月に国家公務員法が改正され、令和５年度から、定年

の段階的引上げのほか、管理監督職勤務上限年齢制等の制度が設けられることとなった。 

また、国家公務員の定年を基準としてその定年を条例で定めることとされている地方公務員につ

いても、定年引上げや他の制度など国家公務員と同様の措置を講ずるため、同時期に地方公務員法

が改正された。 

 

２ 市の対応 

  地方公務員法の改正や国家公務員の制度改正を踏まえ、本市においても円滑に定年引上げを行う

ため、関係例規の整備や対象職員への説明などの準備を進め、令和５年４月１日から定年引上げを

実施する。 

 

３ 制度改正の概要 

（１）定年の段階的引上げ 

職員の定年を、令和５年４月１日から令和１３年４月１日までの間、現行の６０歳から段階的に

引き上げて６５歳とする。 

 

 

 

 

（２）定年引上げに伴う制度の新設等 

① 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）の導入 

  ・管理監督職について、６０歳到達年度の翌年度（４月１日）に係長級への格付け変更を行う。 

※管理監督職…管理職手当の支給を受ける職員（部長級から課長補佐級まで） 

 

② 定年前再任用短時間勤務制の導入 

  ・６０歳以降の多様な働き方に対応するため、６０歳以後に退職した職員を、本人の意向を踏ま

え、当該職員の定年到達年度まで短時間勤務の職で再任用することができる制度を導入する

（原則として４月１日から再任用する）。 

  ・任用期間以外の勤務条件等については、現行の再任用短時間勤務職員の取扱いと同様。 

 

③ 暫定再任用制度への移行 

  ・定年引上げに係る経過期間において、定年から６５歳到達年度まで再任用職員として任用でき

るよう、現行の再任用制度が廃止され、暫定再任用制度へ移行する。 

  ・令和６年度以降の暫定再任用制度については、役職定年制との均衡を図るなど、制度の検討を

継続する。 

 現行 
令和５年度 

～６年度 

令和７年度 

～８年度 

令和９年度 

～１０年度 

令和１１年度 

～１２年度 

令和１３年度 

～ 

定年 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 
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④ 給与に関する措置 

・６０歳到達年度の翌年度以降の職員の給料月額については、当分の間、６０歳到達年度の給料

月額の７割水準に設定する。 

・役職定年制の適用を受ける職員は、係長級に格付けされた給料月額の７割水準の額を基礎額と

するが、６０歳到達年度の給料月額の７割水準との差額を調整額とし、基礎額と調整額の合計

を給料月額として支給する（６０歳到達年度の７割水準を維持）。 

  ・退職手当について、６０歳に達した日以後に定年前の退職を選択した職員が不利にならないよ

う、当分の間、定年を理由とする退職と同様に算定する。 

 

⑤ 情報提供・意思確認制度の新設 

 ・当分の間、職員が６０歳に到達する年度の前年度に、６０歳到達年度の翌年度以降の任用、給

与、退職手当に関する情報を提供し、６０歳到達年度において、翌年度以降の勤務の意思を確

認する。 

※情報提供・意思確認の時期（予定） 

    情報提供…６０歳到達年度の前年度の２月までに実施 

    意思確認…６０歳到達年度の５月に実施 

  （令和５年度に６０歳に到達する職員に対しては、令和４年度中に情報提供を行う。） 

 

４ 条例改正・廃止時期 

  令和４年第４回市議会定例会（１２月議会）に条例改正・廃止に係る議案を提出 

  関連規則等についても、議案可決後に改正 

 

５ その他 

  高齢期の職員の多様な働き方に対応するため、「高齢者部分休業制度」の創設を検討する。 

※ 高齢者部分休業制度…条例で定める年齢（概ね５５歳）以上の常勤職員について、公務の 

運営に支障がない場合、勤務時間の半分を上限として、任命権者が 

部分休業を認めることができる制度。 
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＜参考＞ 

（１）６０歳到達年度から暫定再任用までの格付け・職（定年延長対象者）（案） 

６０歳到達年度 
６０歳到達の 

翌年度以降 
暫定再任用 

部長級 役職定年（係長級） 課長補佐級又は係長級 ＊１ 

部次長級 役職定年（係長級） 係長級 

課長級 役職定年（係長級） 主任級 

課長補佐級 役職定年（係長級） 主任級 

係長級 係長級 主任級 

主任級 主任級 主任級 

*１ 部長級職員における暫定再任用の格付けについては、検討を継続する。 

※定年前再任用短時間勤務職員については、暫定再任用と同様の取扱いとなる。 

 

（２）定年退職年度と再任用年度 
   再任用 

年度 

定年退職 

年度 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

H30 
フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 
短 短         

  

R1 定年 
フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 
短        

  

R2  定年 
フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 
短       

  

R3   定年 
フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

 

 
    

  

R4    定年 
フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 
    

  

R5 定年退職者なし 

R6(61歳)      定年 
フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 
   

  

R7 定年退職者なし 

R8(62歳)        定年 
フ 

短 

フ 

短 

フ 

短 
  

  

R9 定年退職者なし 

R10(63歳)          定年 
フ 

短 

フ 

短 
 

  

R11 定年退職者なし 

R12(64歳)            定年 
フ 

短 

  

R13 定年退職者なし 

R14(65歳)              定年  

 ※「フ」はフルタイム、「短」は短時間勤務を表す。 

※斜線網掛け部分は暫定再任用。縦線網掛け部分は定年前再任用短時間勤務を選択可能。 
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（３）給料の推移（役職定年制の適用を受ける職員の例） 

 

※役職定年により係長級に格付けされた後に７割措置が適用されるが、調整額を支給することで 

７割水準の給料が支給されることとなる。 

（役職定年とならない職員は、６０歳到達年度の末日の給料月額の７割水準が支給される。） 

 

（４）定年引上げに伴う働き方の選択 

 

年 齢 
情報提供・ 

意思確認 

退職後に選択 

定年前再任用 

短時間勤務 

暫定再任用 

フルタイム 短時間 

５９歳到達年度 情報提供 － － － 

６０歳到達年度 意思確認 － － － 

６０歳到達の翌年度から 

定年年度まで 
－ 〇 － － 

定年年度の翌年度から 

６５歳到達年度まで 
－ － 〇 ※１ 〇 

 ※１ 定年前再任用短時間勤務を選択した職員を除く。 

R6.3.31 R6.4.1

異動日

給料月額 給料月額

503,200円 （役職定年） ⇒ （7割措置） ⇒ 352,200円

部長級 係長級 係長級

352,200円

異動日前日の

給料の７割措置額

60歳到達年度の末日

役職定年による格付け

基礎額

8級17号給

503,200円

4級93号給

383,000円

（７割措置）

268,100円 268,100円

基礎額

調整額

84,100円

７
割
水
準
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○本人収集の原則 

○例外（審議会で認められたとき

など）に該当するときのみ本人

外収集ができる。 

○法令等の定める所掌事務又は業務の遂行

に必要な場合に限定 

○利用目的の明示を義務化 

⇒本人から書面で個人情報を取得すると

きは原則として利用目的を明示 

○目的外利用・外部提供の制限 

○例外（審議会で認められたとき

など）に該当するときのみ目的

外利用・外部提供ができる。 

○目的外利用・外部提供の制限は変わらず。 

○例外規定から審議会の規定がなくなり、新

たに「相当の理由があるとき」や「特別の

理由があるとき」が設けられる。 

○委員会への漏えい等報告義務（法第 68 条） 

資料１ 

個人情報の保護に関する法律について 

 

【改正法概要】 

社会全体のデジタル化に対応した個人情報保護とデータ流通の両立を図るために、

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７

号）に基づき、個人情報の保護に関する法律（平成１４年法律第５７号）が改正され、

令和３年５月１９日に公布された。 

これまでの個人情報保護法制度は、「個人情報保護法」や「行政機関個人情報保護

法」、「各自治体の個人情報保護条例」等に基づき、適用される対象ごとに運用してお

り、個人情報の定義やルールが、法律や条例ごとに微妙に異なっていたことから、管

轄を越えての取扱いが不明確であることが、データ利活用の大きな問題であった。 

改正法では、官民で異なっていた個人情報の定義や取扱いルールが統一されるなど、

社会全体のデジタル化に対応した個人情報保護とデータ流通の両立を図るための体

系が見直され、全国統一的な共通ルールが規定された。 

 

【主な改正事項】 

１ 定義の一元化 

保護法により「個人情報」などの定義が統一される。保護条例での取扱いと大きく

は変わらない。 

 

２ 個人情報の取扱い 

① 個人情報の保有制限 

現行条例（条例第 7条第 1項）     保護法（法第 61 条、第 62 条） 

 

 

 

 

 

 

② 個人情報の利用及び提供の制限 

現行条例（条例第 14 条第 1項）     保護法（法第 69 条） 
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システムや名簿ごとに「個人情報ファイル簿」(単票)を作成する（市役所で閲覧＋

ホームページで公表）。 

○システムや名簿の名称、利用目的、記録項目、収集方法などを記載する。 

○1,000 人未満のシステムや名簿については作成対象外 

≪改正個人情報保護法に関する法律についての事務対応ガイド≫ 

「個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、類型的に審議会等へ

の諮問を要件とする条例を定めてはならない。」とされている。 

また、条例に規定が置かれることが許容されないものとして、「オンライン結合

に特別の制限を設ける規定」と明示されている。 

オンライン結合をするときは、法令に定めがある場合、もしくは、審議会の意見を

聴いて認められたとき。 

①開示請求…自分の個人情報の開示を求める。 

②訂正請求…開示された個人情報に誤りがあるときに訂正を求める。 

③利用停止請求…開示された個人情報が違法に取り扱われているときに利用停止を求める。 

実施機関は、個人情報取扱事務を開始しようとするときは、あらかじめ次に掲げる

事項を個人情報取扱事務登録簿に登録しなければならない。 

○事務の名称、収集目的、収集対象者、記録項目などを記載する。 

③オンライン結合 

現行条例（条例第 15 条第 1項、第 2項） 

 

 

 

保護法 

○電算処理・電算結合に当たっての審議会に係る規定はない。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 個人情報ファイル簿 

現行条例（条例第 8条第 1項） 

 

 

 

 

保護法（法第 60 条第 2項、第 75 条） 

 

 

 

 

 

 

４ 開示・訂正・利用停止請求 

以下の３つの請求制度は保護法でも引き続き規定される。 

 

 

 

 

※保護法による主な変更点 

開示請求等の手続の大部分は保護法で規定されるが、一部の手続（手数料の額な

ど）は施行条例で定める。（法第 89 条） 
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本人以外収集、目的外利用・外部提供、オンライン結合等の際に諮問 

施行条例で定めることで、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見

に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、審議会へ諮問するこ

とができる。 

≪改正個人情報保護法に関する法律についての事務対応ガイド≫ 

「個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、類型的に審議会等へ

の諮問を要件とする条例を定めてはならない。」とされている。 

行政機関等匿名加工情報（法第 2条第 6項、第 60 条第 3項） 

個人情報ファイルの個人情報を加工（削除、置き換え）して、個人を識別できなく

したデータ 

⇒希望する民間事業者へデータを提供する制度が開始（国では既に実施） 

≪目的≫ 

データを活用することで①新たな産業の創出、②活力ある経済社会及び豊かな

国民生活の実現を図る。 

地方公共団体の機関に対する開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請

求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査請求については、審理

員による審理手続きに関する規定の適用が除外される。 

５ 行政機関等匿名加工情報≪新規≫ 

 

 

 

 

 

 
 

行政機関等匿名加工情報の提供については、当分の間は都道府県及び指定都市以外の

地方公共団体等については義務ではなく、任意で提案募集等を行うこととされている。 

 

 

６ 審査会 

審理員による審理手続きの適用除外（法第 106 条） 

 

 

 

情報公開制度において、公開決定等又は公開請求に係る不作為について審査請求があ

ったときは、審理員による審理手続きは適用除外とせずに、現行制度のまま運用する。 

 

 

７ 審議会 

基本的な役割（法第 129 条） 

 

 

 

 

現行条例（条例第 7条第 2項、第 14 条第 1項、第 15 条） 

 

 

保護法 
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① 施行条例で定める必要がある事項 

・開示請求の手数料の金額（法第 89 条） 

・行政機関等匿名加工情報の手数料の金額（法第 119 条） 

② 施行条例で定めることができる事項（主なもの） 

・要配慮個人情報の範囲を独自に広げること（条例要配慮個人情報）（法第 60 条第 5項） 

・個人情報ファイル簿の新設及び別の帳簿の作成（法第 75 条第 6項） 

・公開条例と保護法の非開示情報のズレを調整すること（法第 78 条第 2項） 

・開示請求等の手続に関すること（法第 107 条第 2項、法第 108 条） 

・特に必要があると認めるときに審議会へ諮問すること（法第 129 条） 

８ 委員会との関係≪新規≫ 

○委員会が保護法の解釈権限を持ち地方公共団体を監督する。 

○施行条例を制定したときは委員会へ届出（法第 167 条） 

○毎年度、運用状況を委員会へ報告（委員会が取りまとめて公表）（法第 165 条） 

 

資料の提出の要求・実地調査・指導・助言・勧告・報告の要求 

  

個人情報の取扱いについて助言を求める。 

 

 

９ 施行条例 

個人情報の取扱いの大部分は保護法で規定されるが、保護法の規定により、①施行

条例で定める必要がある事項と②施行条例で定めることができる事項がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会 地方公共団体 



個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

訂正及び利用停止に関する他
の法令の規定による特別の手
続等

☑法第60条第2項第1号
（電算処理ファイル）

政令第20条第7項に該当するファイ
ル
　　　　☑有　□無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨

行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地

行政機関等匿名加工情報の概
要

作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地

作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間

記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

含まない

備考

―

―

法定事務・市独自事務
※どちらかに〇をしてください。

―

―

＜標準様式第1－5＞　個人情報ファイル簿（単票）（地方公共団体の機関及び地方独立行政法人）

含む

国及び県（６、７）

（名　称）市長公室市政情報課市政情報係

（所在地）埼玉県朝霞市本町１－１－１

情報公開制度ファイル

朝霞市長

市長公室市政情報課市政情報係

情報公開制度の運用を行うために利用する。

１氏名、２住所、３電話番号、４電子メールアドレス、５公的扶助の
受給の有無、６主義・主張、７意見・要望

公文書公開請求等の請求者（１～４、６、７）、公開請求に係る公文
書に記載された第三者（１～５）

本人からの提出により収集（１～７）

―

非該当

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

□法第60条第2項第2号
（マニュアル処理ファイル）

個人情報ファイルの種別

資料２



市長公室 市政情報課 基準日：令和５年４月１日

事務事業名 利用目的 収集対象者
個人情報

の収集先

他の事務の

目的外利用

の有無及び

収集先

外部提供

の有無及び

提供先

特定個人情報

の有無及び

提供先

外部委託

の有無及び

委託先

個人情報

ファイル簿

保有の有無及び

ファイル名

有 有 有 有

生活援護に関す

る事務、行旅死

亡人に関する事

務、介護保険に

関する事務

東洋大学 会議録研究所、

金聖堂

ファイル名

「〇〇ファイル」

有 有 有 有 有

生活援護に関す

る事務、行旅死

亡人に関する事

務、介護保険に

関する事務

東洋大学 国 会議録研究所、

金聖堂

ファイル名

「公開請求ファイ

ル」

無 無 無 無 無

申請者、応募者、委

託業務先の従業員

①情報公開制度の運

用のため。

申請者、応募者、委

託業務先の従業員
氏名、役職・地位、勤務先、マイナンバー

（仮称）個人情報取扱管理簿

個人情報取扱項目

※要配慮情報には、下線を引くこと。

※特定個人情報は、二重下線を引くこと。

1 文書管理事業

情報公開及び個人情

報保護事業
2

本人、公文書保

管等業務受託事

業者、ファイル

基準表検索シス

テム作成業務受

託事業者

②個人情報保護制度

の運用のため。

公文書公開請求者、

自己情報開示請求

者、代理人

氏名、住所、年齢、生年月日、電話番号、続

柄、成年後見登記、公的扶助の受給の有無、

顔写真・画像、主義・主張、申出の内容

本人、代理人

文書の適正な保有の

ため。

本人、公文書保

管等業務受託事

業者、ファイル

基準表検索シス

テム作成業務受

託事業者

氏名、役職・地位、勤務先、マイナンバー

資料３

1
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資料４ 

朝霞市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）について 

 

【制定動機】 

本市では、平成９年４月１日から『朝霞市個人情報保護条例』を施行し、各実施機

関において個人情報の適正な収集等に努めているが、令和３年５月に『個人情報の保

護に関する法律』が改正され、地方公共団体に係る規定は、令和５年４月１日に施行

される。 

令和５年４月１日以降の個人情報の取扱いに当たっては、既存の個人情報保護条例

から、改正個人情報保護法に置き換えての運用が必要であるため、現行条例を廃止し、

新たに法施行条例を制定する。 

 

【条例案概要】 

 改正法では、詳細な運用事項まで規定していないため、各地方公共団体の条例で、

手数料の設定などの詳細事項について規定することとなっている。 

なお、改正法施行条例を定めるに当たっては、改正法の趣旨の範囲を超えて、各地

方公共団体が独自に規定できるというわけではなく、法の趣旨が許容する範囲内にお

いて、制定する必要がある。 

改正法施行条例では、開示請求、訂正請求、利用停止請求に係る手続き、開示決定

等の期限及び手数料、情報公開・個人情報保護審議会に対する諮問事項について規定

し、附則では、旧条例の廃止に伴う経過措置や、『情報公開・個人情報保護審議会条

例』の一部改正及び経過措置、『公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例』

の一部改正及び経過措置について規定している。 

 

【条例案の解説】 

 第１条の「趣旨」は、改正法施行に関し、必要な事項を定めることを規定するもの

である。 

 第２条の「定義」は、法及び政令で使用されている用語の例によることを規定する

ものである。 

 第３条の「開示請求の手続」は、開示請求書の記載事項等について規則で定める旨

を規定するものである。 

 第４条の「開示請求に対する措置としての通知における通知事項」は、開示請求に

係る保有個人情報が不開示情報に該当しなくなる期日をあらかじめ明示することが

できるときは、その期日を併せて通知するものと規定するものである。 

第５条の「開示決定等の期限に関する特例」は、開示決定等の期限やその延長につ

いて規定するものである。 

第６条の「開示請求に係る手数料等」は、開示請求に係る手数料等について規定す

るものである。 

第７条の「訂正請求の手続き」は、訂正請求書の記載事項等について規則で定める
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旨を規定するものである。 

第８条の「訂正決定等の期限に関する特例」は、訂正決定等の期限やその延長につ

いて規定するものである。 

第９条の「利用停止請求の手続」は、訂正決定等の期限や規定するものである。 

第１０条の「利用停止決定等の期限に関する特例」は、利用停止決定等の期限や延

長について規定するものである。 

第１１条の「朝霞市情報公開・個人情報保護審議会への諮問」は、情報公開・個人

情報保護審議会に対する諮問事項について各号に規定するものである。 

 

 附則第１条の「施行期日」は、本施行条例の施行期日を規定するものである。 

附則第２条の「朝霞市個人情報保護条例の廃止」は、旧条例の廃止を規定するもの

である。 

附則第３条の「個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置」は、職員や受託者等の責

務や罰則の経過措置について規定するものである。 

附則第４条の「朝霞市情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正」は、審議会

の設置に関連する法令の変更や、所掌事務について規定するものである。 

附則第５条の「朝霞市情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正に伴う経過措

置」は、当該条例の一部改正に伴う経過措置を規定するものである。 

附則第６条の「朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例の一部

改正」は、改正法施行に伴い、安全管理及び秘密保持義務の改正 

附則第７条の「朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例の一部

改正に伴う経過措置」は、当該条例の一部改正に伴う経過措置を規定するものである。 

 

【参考にした自治体】 

なし 

 

【パブリック・コメント】 

意見募集期間：令和４年８月２３日（火）から令和４年９月２１日（水）まで 

 

【施行予定日】 

 令和５年４月１日 

 

【議案提出予定】 

 令和５年３月定例会 
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資料５  

   朝霞市個人情報の保護に関する法律施行条例（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第３０条第１項又は第３１条第１項の規定によ

り一部の規定が適用されず、又は読み替えて適用される場合を含む。以下

「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例で使用する用語は、法及び個人情報の保護に関する法律施行

令（平成１５年政令第５０７号。第６条第２項において「令」という。）で

使用する用語の例による。 

（開示請求の手続） 

第３条 開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で

定める事項を記載するものとする。 

（開示請求に対する措置としての通知における通知事項） 

第４条 法第８２条第２項の規定による通知については、開示請求に係る保有

個人情報が不開示情報に該当しなくなる期日をあらかじめ明示することがで

きるときは、その期日を併せて通知するものとする。 

（開示決定等の期限に関する特例） 

第５条 市の機関（議会を除く。以下同じ。）が開示決定等をする場合におけ

る法第８３条第１項及び第８４条の規定の適用については、同項中「３０日

以内」とあるのは「１４日以内」とし、同条中「６０日以内」とあるのは

「４４日以内」と、「同条第１項」とあるのは「朝霞市個人情報の保護に関

する法律施行条例（令和５年朝霞市条例第 号）第５条の規定により読み替

えて適用される前条第１項」とする。 

（開示請求に係る手数料等） 

第６条 法第８９条第２項の規定により納めなければならない手数料の額は、

無料とする。 

２ 法第８７条第１項の規定による写しの交付（開示される保有個人情報が電

磁的記録に記録されている場合において市の機関が定める開示の実施の方法

として複製したもの又は出力したものの交付が定められているときは、複製

したもの又は出力したものの交付。以下この項において同じ。）により保有

個人情報の開示を受ける者は、当該写しの交付に要する費用を負担しなけれ

ばならない。当該写しの交付を令第２８条第４項の規定により送付により受



政策調整会議【令和４年８月１７日（水）】 

 

ける場合における当該送付に要する費用についても同様とする。 

（訂正請求の手続） 

第７条 訂正請求書には、法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で

定める事項を記載するものとする。 

（訂正決定等の期限に関する特例） 

第８条 市の機関が訂正決定等をする場合における法第９４条第１項及び法第

９５条の規定の適用については、同項中「３０日以内」とあるのは「１４日

以内」とし、同条中「同条第１項」とあるのは「朝霞市個人情報の保護に関

する法律施行条例（令和５年朝霞市条例第 号）第８条の規定により読み替

えて適用される前条第１項」とする。 

（利用停止請求の手続） 

第９条 利用停止請求書には、法第９９条第１項各号に掲げる事項のほか、規

則で定める事項を記載するものとする。 

（利用停止決定等の期限に関する特例） 

第１０条 市の機関が利用停止決定等をする場合における法第１０２条第１項

及び法第１０３条の規定の適用については、同項中「３０日以内」とあるの

は「１４日以内」とし、同条中「同条第１項」とあるのは「朝霞市個人情報

の保護に関する法律施行条例（令和５年朝霞市条例第 号）第１０条の規定

により読み替えて適用される前条第１項」とする。 

（朝霞市情報公開・個人情報保護審議会への諮問） 

第１１条 市の機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適

正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要

であると認めるときは、朝霞市情報公開・個人情報保護審議会条例（平成８

年朝霞市条例第１３号）第１条に規定する朝霞市情報公開・個人情報保護審

議会に諮問することができる。 

（１） この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

（２） 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとす

る場合 

（３） 前２号の場合のほか、市の機関における個人情報の取扱いに関する

運用上の細則を定めようとする場合 

（運用状況の公表） 

第１２条 市長は、規則の定めるところにより、毎年度、法及びこの条例に基

づく市の機関における個人情報保護制度の運用状況を取りまとめ、公表する

ものとする。 

附 則 
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（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（朝霞市個人情報保護条例の廃止） 

第２条 朝霞市個人情報保護条例（平成１６年朝霞市条例第２１号）は、廃止

する。 

（朝霞市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置） 

第３条 この条例の施行の際現に前条の規定による廃止前の朝霞市個人情報保

護条例（以下「旧条例」という。）第２条第２号に規定する実施機関の職員

（以下「旧実施機関の職員」という。）である者又はこの条例の施行前にお

いて旧実施機関の職員であった者に係る旧条例第３条第３項の規定による旧

条例第２条第３号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」という。）をみ

だりに他に漏らし、又は職務以外の目的で持ち出し、若しくは使用してはな

らない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例による。 

２ この条例の施行の際現に旧条例第１１条第１項に規定する受託者の同項に

規定する受託事務（以下「旧受託事務」という。）に従事している者又はこ

の条例の施行前に旧受託事務に従事していた者に係る同条第２項の規定によ

るその事務に関して知り得た旧個人情報をみだりに他に漏らし、又は旧受託

事務以外の目的で持ち出し、若しくは使用してはならない義務については、

この条例の施行後も、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日前に旧条例第２０条第１項から第４項まで、第３２条

第１項、第２項若しくは第３項の規定により準用する第２０条第２項若しく

は第３項若しくは第３３条第１項若しくは第３項の規定により準用する第２

０条第２項若しくは第３項の規定による請求又は旧条例第４０条の規定によ

る申出がされた場合における自己情報（旧条例第４条に規定する自己情報を

いう。）の開示、訂正及び利用中止（これらに係る旧条例第３８条に規定す

る費用負担を含む。）並びに取扱いの是正については、なお従前の例による。 

４ 第１項に規定する者又は第２項に規定する者が、正当な理由がなく、この

条例の施行前において旧条例第２条第１号に規定する実施機関（以下「旧実

施機関」という。）が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧

条例第２条第６号に規定する公文書（以下「旧公文書」という。）であって、

個人の氏名、生年月日その他の記述又は個人別に付された番号、記号その他

の符号により当該個人を電子計算機を用いて検索できるように体系的に個人

情報を記録したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含

む。）をこの条例の施行後に提供したときは、２年以下の懲役又は１００万

円以下の罰金に処する。 
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５ 第１項に規定する者又は第２項に規定する者が、正当な理由がなく、この

条例の施行前において旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が

記録された旧公文書であって、個人の氏名、生年月日その他の記述又は個人

別に付された番号、記号その他の符号により当該個人を電子計算機以外の手

段を用いて検索できるように体系的に個人情報を記録したもの（その全部又

は一部を複製し、又は加工したものを含む。）をこの条例の施行後に提供し

たときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

６ 第１項に規定する者又は第２項に規定する者が、その業務に関して知り得

た旧個人情報であって旧公文書に記録されたものをこの条例の施行後に自己

若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１

年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

７ 法人（国又は地方公共団体を除く。以下同じ。）の代表者又は法人若しく

は人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の事業に関して、

前３項の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法人又は人

に対して各本項の罰金刑を科する。 

８ 旧条例の廃止前にした旧条例の規定に違反する行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

（朝霞市情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正） 

第４条 朝霞市情報公開・個人情報保護審議会条例（平成８年朝霞市条例第１

３号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 朝霞市情報公開条例（平成１３年朝霞市条例第２５号）に基づく情

報公開制度並びに個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第３０条第１項又

は第３１条第１項の規定により一部の規定が適用されず、又は読み替えて

適用される場合を含む。）及び朝霞市個人情報の保護に関する法律施行条

例（令和５年朝霞市条例第 号）並びに番号法による個人情報保護制度の

適正かつ円滑な運営の確保を図るため、市長の附属機関として、朝霞市情

報公開・個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について市長の諮問に応じて審議し、答

申する。 

（１） 朝霞市個人情報の保護に関する法律施行条例第１０条各号に掲げ
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る場合であって個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に

基づく意見を聴くことが特に必要であると認める事項 

（２） 情報公開制度の運営に関する重要事項 

（３） 番号法第２７条第１項に規定する特定個人情報保護評価に関する

事項 

２ 審議会は、情報公開制度の運営に関する重要事項について、情報公開条

例に規定する実施機関に建議することができる。 

（朝霞市情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正に伴う経過措置） 

第５条 この条例の施行前に旧条例の規定により意見を聴かれた事項又はこの

条例の施行前に受けた市長の諮問のうち前条の規定による改正前の朝霞市情

報公開・個人情報保護審議会条例第２条第１項第２号に規定する事項につい

ての審議及び答申（この条例の施行の際答申を終えていないものに限る。）

については、前条の規定による改正後の朝霞市情報公開・個人情報保護審議

会条例第２条第１項第１号に該当するものに限り、この条例の施行後も、な

お従前の例による。 

（朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正） 

第６条 朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７

年朝霞市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第９条を次のように改める。 

（個人情報の安全管理及び秘密保持義務） 

第９条 指定管理者又はその管理する公の施設の業務に従事している者（以

下この条において「従事者」という。）は、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）第６６条第２項の規定により準用する同条第

１項の規定により指定管理者が公の施設の管理の業務を行う場合における

個人情報（同法第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下この条にお

いて同じ。）の取扱いについて講ずる安全管理措置を確実に実施するとと

もに、当該公の施設の管理に関し知り得た個人情報を他に漏らし、又は管

理の業務以外に使用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、

若しくは指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても、同

様とする。 

（朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正に伴

う経過措置） 

第７条 この条例の施行の際現に指定管理者若しくはその管理する公の施設の

業務に従事している者又はこの条例の施行前において指定管理者であった者

若しくはその管理する公の施設の業務に従事していた者に係る前条の規定に
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よる改正前の朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第９

条の規定による義務については、この条例の施行後も、なお従前の例による。 
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資料６ 

朝霞市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）の概要 

 

 個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）の改正に伴い、現行の

朝霞市個人情報保護条例を廃止し、新たに個人情報保護法の施行条例の制定が必要となり

ました。 

つきましては、この施行条例の制定に当たっての基本的な考え方に対する市民の皆様か

らのご意見を募集します。 

 

１ 個人情報保護法の改正によって変わること 

  令和３年５月１９日、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律

により個人情報保護法が改正されました。 

  これまで、国の行政機関、独立行政法人等及び民間事業者を対象としていた法律と各

地方公共団体の条例は、それぞれ適用されていましたが、個人情報保護法の改正に伴っ

て改正後の個人情報保護法に一本化され、全国共通のルールが適用されることとなりま

す。また、この全国共通ルールは、国の独立行政機関である「個人情報保護委員会」が

所管を担うこととなり、法を一元的に解釈運用することとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 現行の朝霞市個人情報保護条例との変更点 

・個人情報の定義（法定事項） 

 現行では、亡くなった個人に関する情報も個人情報としていますが、改正法では生存す

る個人に関する情報を個人情報としているため、亡くなった個人に関する情報を条例で個

人情報に含めることはできなくなります。ただし、亡くなった個人に関する情報が同時に

遺族等の生存する個人に関する情報でもある場合には、当該生存する個人に関する情報と

して改正法の対象となります。 
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・条例要配慮個人情報（任意事項） 

改正法では、「地域の特性等に応じて、その取扱いに特に配慮を要するもの」として、例

えば、ＬＧＢＴに関する事項などを「条例要配慮個人情報」として別途条例で定めること

ができるとされています。 

市では、現時点では、地域の特性として、条例要配慮個人情報として規定する項目はな

いと考えていますが、今後の本市の施策や社会状況等の変化により必要性が生じた場合に

再度検討することとします。 

 

・開示決定等の期限（法定事項） 

 改正法では、開示決定等の期限を短縮することができるとされているため、原則的には

現行条例と同様に 15 日以内としていますが、延長及び特例延長の場合には、改正法が規定

する期限よりも短縮する旨を施行条例で規定します。 

 改正法 現行条例 施行条例案 

原則 
請求があった日から 30

日以内 

請求があった日から起算し

て（※3）15 日以内 

請求があった日から

14 日以内 

期限の延長（※1） 30 日以内に限り延長可 
請求があった日から起算し

て 60 日以内 

30 日以内に限り延長

可 

期限の特例（※2） 
請求があった日から 60

日以内 

請求があった日から起算し

て 60 日以内 

請求があった日から

44 日以内 

※1 やむを得ない理由により延長する場合 

※2 請求にかかる個人情報が著しく大量であるなどで、基準日までに開示決定等の業務を

行うと他の業務の実施に著しい支障が生じるおそれがある場合 

※3 法と条例で、起算日に違いがあります。 

 

・開示請求手数料（法定事項） 

改正法では、請求者は実費の範囲内で条例で定める額の手数料を納めなければならない

こととされています。 

現行では、手数料は無料とし、請求者は写しの交付及び当該写しの送付に要する費用を

負担することとされており、市では、開示請求者の負担軽減の観点から、今後も現行条例

と同様に手数料は無料とし、コピーや郵送等に係る費用などの実費のみ請求者の負担とし

ます。 

 

○審議会への諮問（法定事項） 

改正法では、審議会等への諮問は、条例で定めるところにより、個人情報の適正な取扱

いを確保するため、専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める場合

とされています。また、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、類型

 改正法 現行条例と情報公開条例 

手数料 
実費の範囲内 

※条例で定める額 

費用は無料 

※コピーや郵送等にかかる費用は請求者の負担 
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的に審議会等への諮問を要件とする条例を定めてはならないとされていることから、諮問

内容については、条例の規定の改正や廃止、個人情報の安全管理措置に関する基準を定め

る場合などとします。 

なお、審議会への報告は、個人情報の適切な運用のため、定期的に報告を行います。 

 

・個人情報ファイル簿等の作成及び公表（法定事項、任意事項） 

現行では、個人情報取扱事務登録簿を作成し、市政情報コーナーで閲覧に供しています

が、改正法では、個人情報ファイル簿（１年未満に消去するもの、本人の数が 1,000 人未

満のものなどは除く。）を新たに作成し、公表することとされています。 

 市では、個人情報ファイル簿（１年未満に消去するもの、本人の数が 1,000 人未満のも

のなどは除く。）を新たに作成し公表するとともに、市が保有する個人情報については、こ

れまでの個人情報取扱事務登録簿に替え、内容を整理し総合計画の事務事業分類ごとに取

扱状況を記載した（仮称）個人情報取扱管理簿を作成し管理していきます。 

 

・行政機関等匿名加工情報の提供等（任意事項） 

 改正法では、行政機関等匿名加工情報の作成ができることとなりますが、政令指定都市

を除く市町村につきましては、当分の間、実施は任意とされていますので、現時点では導

入しませんが、本市における必要性などについて調査・研究を行います。 

 

３ スケジュール 

 施行条例は、本パブリック・コメントの終了後、市議会の審議・議決などを経て制定さ

れます。施行日は令和５年４月１日の予定です。 
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４ 参考資料 

 ・個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

 ・朝霞市個人情報保護条例 

 ・個人情報ファイル簿（案） 

 

５ 関連リンク 

個人情報保護委員会のホームページ（https://www.ppc.go.jp） 

   



令和４年度

個人情報保護条例等改正スケジュール

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

市議会
上程
予定

パブコメ（30日）
8/23（火）～9/21（水）

5/27（金）
審議会
①

（諮問）

施
行
条
例
案

再
修
正
原
案

個人情報保護委員会との調整

さいたま地方検察庁協議
10/21（金）締切

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

規
則
・
要
綱
等
改
正

10/21（金）
審議会
④

（答申）

政
策
調
整
会
議

8/17

（水）

政
策
調
整
会
議

10/4
（火）

庁
議

10/18
（火）

個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿

作
成
対
象
に
係
る
照
会

1,000件以上の
事務について
各課に照会

確認・修正

8/8（月）
審議会
③

個
人
フ
ァ
イ
ル
簿
様
式
作
成

例
規
整
備
検
討
委
員
会

8/5
（金）

取
り
ま
と
め

庁
議

8/23

（火）

資料７

個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿

個
人
情
報
取
扱
管
理
簿

1,000件以上の事務
1,000件未満の事務

について各課に作成依頼

取
り
ま
と
め

個
人
フ
ァ
イ
ル
簿
様
式
確
定

7/8（月）
審議会
②

職
員
研
修
会

3/29
（水）


